
新発田市屋外広告物条例施行規則

平成 20 年 10 月 10 日

新発田市規則第６４号

（趣旨）

第１条 こ の 規則 は 、 新 発 田市 屋 外 広 告 物条 例（ 平 成 ２０年 新 発 田市

条例 第 ３０号 。以下「 条例 」と い う。）の 施行 に 関し 、必要 な 事 項

を定 め るも の と する 。

（許可の申請）

第２条 条 例 第７条 の 許 可 を受 け よ う と する 者 は 、 別 記第１ 号 様 式に

よる 申 請書 正 副２通 に 次に 掲 げる 書類 を 添え て 、市長 に 提 出し な け

れば な らな い 。た だし 、申 請 に係 る屋 外 広告 物（ 以 下「 広告 物 」と

いう 。 ）又 は 広 告物 を 掲出 す る物 件（以 下「 掲 出 物件 」 とい う 。）

が は り 紙 、 は り 札 等（屋 外 広 告 物 法 （ 昭 和 ２ ４ 年 法 律 第 １ ８ ９ 号 。

以下「 法 」と い う 。）第 ７ 条 第４ 項 前段 に 規定 す る はり 札 等を い う 。

以下 同 じ 。）、広 告旗（同 項 前段 に規 定 する 広 告 旗を い う 。以 下 同

じ。）又 は立 看 板等（同 項 前段 に 規定 す る立 看 板 等を い う。以下 同

じ。）（ 以 下 こ れ らを「簡 易 広 告 物等 」とい う。）であ っ て、市 長

がそ の 必要 が な いと 認 め た と きは 、添付 書 類の 一 部を 省 略 する こ と

がで き る。

⑴ 広告物又は掲出物件（以下「広告物等」という。）を表示し、又は設置す

る場所及びその付近の見取図

⑵ 広告物等の形状、寸法、構造、色彩、意匠等に関する仕様書及び図面又

は見本

⑶ 広告物等を表示し、又は設置する土地又は建物その他の工作物等が自己

の所有又は管理に属さない場合は、当該土地又は当該建物その他の工作物



等の所有者又は管理者の承諾があったことを証する書面又はその写し

⑷ 他の法令の規定により許可等を要する場合は、当該許可等を受けている

ことを証する書面又はその写し

⑸ その他市長が必要と認める書類

(完 了 の 届 出 )

第３条 条例第７条の許可を受けた者が広告物等の表示又は設置を完了したと

きは、別記第２号様式により、当該広告物等のカラー写真を添えて、市長に

届け出なければならない。ただし、簡易広告物等にあっては、この限りでな

い。

(禁 止 物 件 等 に 表 示し 、又 は 設 置す るこ と がで き る 広告 物 等の 基 準)

第４条 条例第８条第３号の規則で定める基準は、別表第１のとおりとする。

第５条 条例第９条第１号から第３号まで及び第８号の規則で定める基準は、

それぞれ別表第２から別表第６までのとおりとする。

第６条 条例第１０条第２号の規則で定める基準は、別表第７のとおりとする。

（禁止地域等における許可の申請等）

第７条 条例第１１条の許可を受けようとする者は、別記第３号様式による申

請書正副２通に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

⑴ 広告物等を表示し、又は設置する場所及びその付近の見取図及びカラー

写真

⑵ 第２条第２号から第５号までに掲げる書類

２ 第３条本文の規定は、前項の許可を受けた者が当該許可に係る広告物等の

表示又は設置を完了した場合について準用する。

（許可地域等に表示し、又は設置することができる広告物等の基準 )

第８条 条例第１２条の規則で定める基準は、別表第８のとおりとする。

２ 条例第１２条第１号の規則で定める広告物等は、次に掲げるものとする。

⑴ 政治、学術、文化又はスポーツに関する演説会、講演会その他の活動の

ために表示し、又は設置する広告物等



⑵ 町内会、自治会その他の公共的団体が、公共的目的のために表示し、又

は設置する広告物等

（協議等）

第９条 条例第１３条第１項の規定による協議をしようとする国又は地方公共

団体は、別記第４号様式による協議書正副２通に次に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。

⑴ 広告物等を表示し、又は設置する場所及びその付近の見取図及びカラー

写真

⑵ 第２条第２号から第５号までに掲げる書類

２ 市長は、条例第１３条第１項の規定により同意をしたときは、その旨を同

項の規定により協議をした国又は地方公共団体に通知するものとする。

３ 条例第１３条第１項の規定により同意を得た国又は地方公共団体が広告物

等の表示又は設置を完了したときは、別記第５号様式により、当該広告物等

のカラー写真を添えて、市長に届け出なければならない。

４ 条例第１３条第２項の規定による届出は、別記第６号様式により、第２条

各号に掲げる書類を添えて行わなければならない。

（許可の基準 )

第１０条 条例第１４条第１項の許可の基準は、別表第９及び別表第１０のとお

りとする。

（許可の期間）

第１１条 条例第１６条第２項の規則で定める期間は、次の各号に掲げる広告物

等の種類に応じ、当該各号に掲げる期間とする。

⑴ はり紙 ２月以内

⑵ はり札等、広告旗、立看板等、横断幕、懸垂幕及びアドバルーン ３月

以内

⑶ 前２号に掲げるもの以外のもの ３年以内

（更新の許可申請等）



第１２条 条例第１６条第３項の規定による更新の許可を受けようとする者は、

別記第７号様式による申請書正副２通に次に掲げる書類を添えて、市長に提

出しなければならない。ただし、申請に係る広告物等が簡易広告物等であっ

て、市長がその必要がないと認めたときは、添付書類の全部又は一部を省略

することができる。

⑴ 広告物等の現況のカラー写真

⑵ 別記第８号様式による広告物等点検書

⑶ 広告物等を表示し、又は設置する土地又は建物その他の工作物等が自己

の所有又は管理に属さない場合は、当該土地又は当該建物その他の工作物

等の所有者又は管理者の承諾があったことを証する書面又はその写し

⑷ 他の法令の規定により許可等を要する場合は、当該許可等を受けている

ことを証する書面又はその写し

⑸ その他市長が必要と認める書類

（変更等の許可申請等）

第１３条 条例第７条の許可を受けた者であって条例第１７条第１項の変更又

は改造の許可を受けようとするものは、別記第９号様式による申請書正副２

通に第２条各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。た

だし、申請に係る広告物等が簡易広告物等であって、市長がその必要がない

と認めたときは、添付書類の一部を省略することができる。

２ 第３条の規定は、前項の許可を受けた者が当該許可に係る広告物等の変更

又は改造を完了した場合について準用する。

３ 条例第１１条の許可を受けた者であって条例第１７条第１項の変更又は改

造の許可を受けようとするものは、別記第１０号様式による申請書正副２通

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

⑴ 広告物等を表示し、又は設置する場所及びその付近の見取図及びカラー

写真

⑵ 第２条第２号から第５号までに掲げる書類



４ 第３条本文の規定は、前項の許可を受けた者が当該許可に係る広告物等の

変更又は改造を完了した場合について準用する。

５ 条例第１７条第１項ただし書の規則で定める場合は、次に掲げる場合 (条例

第１１条の許可に係る広告物等を変更し、又は改造しようとする場合にあっ

ては、第１号に掲げる場合 )とする。

⑴ 補修又は塗装換えを行う場合

⑵ 広告物について、掲出物件を変更することなく、一方向の面に対して掲

出面積の２分の１未満の面積に係る色彩、意匠又は広告内容の変更を行う

場合

（許可証印の押印）

第１４条 市長は、条例第７条、第１１条及び第１７条第１項の許可並びに条例

第１６条第３項の規定による更新の許可をしたときは、それらの許可に係る

申請書の副本に別記第１１号様式による許可証印を押印して、許可を受けた

者に交付するものとする。

（変更等の協議）

第１５条 条例第１８条の規定による変更又は改造の協議をしようとする国又

は地方公共団体は、別記第１２号様式による協議書正副２通に次に掲げる書

類を添えて、市長に提出しなければならない。

⑴ 広告物等を表示し、又は設置する場所及びその付近の見取図及びカラー

写真

⑵ 第２条第２号から第５号までに掲げる書類

２ 第９条第２項の規定は、市長が条例第１８条の規定により同意をした場合

について準用する。

３ 第９条第３項の規定は、条例第１８条の規定により同意を得た国又は地方

公共団体が広告物等の変更又は改造を完了した場合について準用する。

４ 条例第１８条ただし書の規則で定める場合は、補修又は塗装換えを行う場

合とする。



（許可の表示）

第１６条 条例第１９条の許可を受けた旨の表示は、別記第１３号様式による許

可証票を、当該許可に係る広告物等の見やすい箇所にはり付けて行うものと

する。ただし、当該許可に係る広告物等がはり紙又ははり札等（紙張り又は

布張りのものに限る。）であるときは、当該広告物等に前条の許可証印の押印

を受けること（当該許可証印を印刷することを含む。）によりこれに代えるこ

とができる。

（点検）

第１６条の２ 条例第２０条第１項ただし書の規則で定める簡易な広告物等は、簡

易広告物とする。

２ 条例第２０条の２第２項の規則で定める広告物等は、第１７条第２項に規

定する広告物等であって条例の規定による許可に係るものとする。

３ 条例第２０条の２第２項の規則で定める者は、第１７条第３項各号に掲げ

る者とする。

（管理者の設置等）

第１７条 条例第２１条第１項ただし書の規則で定める簡易な広告物等は、簡易

広告物等とする。

２ 条例第２１条第２項の規則で定める広告物等は、建築基準法施行令（昭和

２５年政令第３３８号）第１３８条第１項第３号に規定する高さが４メート

ルを超える広告塔、広告板その他これらに類する広告物等とする。

３ 条例第２１条第２項の規則で定める者は、次に掲げるものとする。

⑴ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第２項に規定する一級

建築士

⑵ 電気工事士法（昭和３５年法律第１３９号）第４条の２第１項に規定す

る特種電気工事資格者認定証（ネオン工事に係るものに限る。）の交付を受

けている者

⑶ 次に掲げる事由のいずれにも該当するものとして市長が認定する者



ア 屋外広告業（法第２条第２項に定めるものをいう。）を営む者の営業所

における広告物等の表示又は設置の責任者として２０年以上の経験を有

すること。

イ 過去５年間にわたり、広告物等に関する法令に違反していないこと。

４ 前項第３号の規定による認定を受けようとする者は、別記第１４号様式に

よる申請書に同号アに掲げる事由に該当することを証する書面を添えて、市

長に提出しなければならない。

５ 市長は、前項の申請書を提出した者に対して、第３項第３号の認定をした

ときは、遅滞なく、その旨をその申請者に通知するものとする。認定をしな

いときも、同様とする。

６ 前項の規定による認定の通知は、別記第１５号様式による資格認定証の交

付をもって行うものとする。

（除却の届出）

第１８条 条例第２２条第２項の規定による除却の届出は、別記第１６号様式に

より行わなければならない。

（広告物等の公示場所）

第１９条 条例第２６条第１項第１号の規則で定める場所は、新発田市公告式条

例（昭和３０年新発田市条例第８号）第２条第２項に定める掲示場とする。

（所有者等が確認できない保管広告物等の再公示の方法）

第２０条 条例第２６条第１項第２号の規則で定める方法は、市の広報紙又は日

刊新聞紙によるものとする。

（保管広告物等一覧簿）

第２１条 条例第２６条第２項の規則で定める保管広告物等一覧簿の様式は、別

記第１７号様式によるものとし、同項の規則で定める保管広告物等一覧簿を

備え付ける場所は、建築課とする。

（広告物等の返還）

第２２条 条例第３３条の規則で定める受領書の様式は、別記第１８号様式によ



るものとする。

（変更等の届出）

第２３条 条例第３５条第１項の規定による届出は、別記第１９号様式により行

わなければならない。

２ 条例第３５条第２項の規定による届出は、別記第１６号様式により行わな

ければならない。

３ 条例第３５条第３項の規定による届出は、別記第２０号様式により行わな

ければならない。

（身分証明書）

第２４条 条例第３７条第２項に規定する身分を示す証明書は、別記第２１号様

式によるものとする。

（その他）

第２５条 この規則で定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２１年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に新潟県屋外広告物条例（平成 7 年新潟県条例第

６５号。以下「県条例」という。）の規定による許可を受けて表示され、又は

設置されている広告物等が第１０条に規定する許可の基準に適合しない場合

においては、当該広告物等については、県条例の規定による許可の期間は、

同条の規定は、適用しない。その期間内に条例の規定による許可の申請があ

った場合においてその期間を経過したときは、その申請に対する処分がある

日まで、また同様とする。

３ 前項に規定する広告物等であって、この規則の施行の日から県条例の規定

による許可の期間が満了する日までの間に改修、移転又は除却をすることが



容易でないと市長が認めるものについては、その期間を経過した後において

も、当分の間、第１０条の規定は、適用しない。

４ 第２条の規定は、条例附則第３項の許可を受けようとする者について準用

する。

５ この規則の施行の際現に新潟県屋外広告物条例施行規則（平成 8 年新潟県

規則第１７号）第１６条第３項第３号の規定により新潟県知事の認定を受け

ている者は、この規則の施行の日から１年を経過する日までの間、第１７条

第３項第３号の認定を受けたものとみなす。

附 則（平成 24 年規則第４１号）

（施行期日）

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成27年規則第５９号）

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（平成29年規則第１５号）

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。


